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１．　沿　　革

	昭和５９年 ３月２８日
	大阪府港湾局設置（大阪府条例第７号）


	昭和５９年 ４月　１日
	港湾課並びに堺・岸和田両港湾事務所を統合し、発足する。
管理部・企画振興室・建設部の２部１室とし、現地に堺・泉北・阪南・深日の４港湾事務所を設置する。


	昭和６１年 ４月　１日 　

	企画振興室内に湾岸線・旧港再開発推進室を設置する。

	昭和６２年 ４月　１日 　
	管理課港湾係・海岸係・港営課埠頭係・海務係を廃止し、
新たに管理課に企画調整係・管理係、港営課に港営係・用地管理係を設置する。
また、推進室に調整班・用地班を設置し、建設部海岸漁港課に佐野漁港建設工区を設置する。


	昭和６３年 ４月　１日　

	建設部港湾課・海岸漁港課の両施設係を廃止し、海岸漁港課施設企画係・設備係を設置する。


	平成 元年　４月　１日　
	港湾局次長を２人制とする。


	平成 ４年　４月　１日　
	企画振興室を企画振興部に改め、部に課・係を設置する。
計画課に企画推進係・計画係、振興課に経営開発係・振興係を置く。
なお、湾岸線・旧港再開発推進室は３月31日に廃止。


	平成 ６年　４月　１日　
	泉州港・泉佐野港の開港後の港湾施設管理のため、現地に泉佐野港湾事務所を設置する。


	平成 ７年　３月３１日　  

	佐野漁港建設工区を廃止する。

	平成 ８年　４月　１日　  
	管理部管理課企画調整係・業務係を廃止し、経理係を設置。
また、港営課港務係にプレジャーボート対策班を新設する。
企画振興部を港湾政策室に改め、室に課・係を設置する。
企画課に企画調整係・経営企画係・振興係を、計画課に計
画係・事業係を置く。
建設部港湾課に開発調整班を新設する。
また、泉北港湾事務所を泉北建設工区に改める。


	平成 ８年　５月１３日　　

	港湾政策室を大阪市中央区大手前の国民会館・住友生命ビ
ルに移転する。


	平成 ８年　５月２０日　　


	港湾局本局（管理部・建設部）を泉大津市なぎさ町の堺泉
北港ポートサービスセンタービルに移転する。

	平成　９年　４月　１日　　
	港湾政策室企画課振興係にポートセールス推進班を新設
する。


	平成１０年　３月３１日　　

	泉佐野港湾事務所を廃止する。

	平成１０年　４月　１日　　
	建設部港湾課の設計係・工事係を港湾第一係・港湾第二係に、海岸漁港課の設計係・工事係を海岸係・漁港係に名称変更する。


	平成１０年　６月　７日　　

	港湾政策室を府庁分館６号館に移転する。

	平成１１年　５月　１日　　
	管理部港営課用地管理係を廃止し、港湾政策室企画課に分譲係を新設する。


	平成１２年　４月１３日　　
	管理部において、次のとおり組織改正を行った。
・「管理部」を「総務部」に改め、「総務課」及び「管理課」を置く。
・「管理課」の「総務係」及び「経理係」を統合し、「総務課総務グループ」とする。
・「港湾政策室企画課振興係（ポートセールス推進班を含む）」及び「企画課分譲係」を「振興グループ」として統合し、「総務部総務課」に移管する。
・「管理課」の「管理係」を「海岸管理グループ」とし、「総務部管理課」に移管する。
・「管理部港営課」を「総務部管理課」に改める。
・「港営課」の「港営係」を「港営グループ」に、「港営課」の「港務係」を「港務グループ」とし、「プレジャーボート対策班」を廃止する。
港湾政策室において、次のとおり組織改正を行った。
・「港湾政策室」を「企画部」に改め、「企画課」の「企画調整係」を「企画調整」に、「経営企画係」を「経営企画」に、また「計画課」の「計画係」を「計画」に「事業係」を「事業」に改める。
建設部において、次のとおり組織改正を行った。
・「港湾課」の「企画係」を「企画グループ」に、「港湾第一係」と「港湾第二係」を「港湾グループ」に統合、「開発調整班」を「開発調整グループ」に改める。
・「海岸漁港課」の「海岸係」と「漁港係」を「海岸漁港グループ」に、また「施設企画係」と「設備係」を「設備グループ」に統合する。


	平成１３年　４月　１日　　


	建設部において、次のとおり組織改正を行った。
・「港湾課」の「企画グループ」及び「開発調整グループ」を統合し、「企画開発グループ」とする。
また、「泉北建設工区」を堺泉北港湾事務所に移管し、「堺泉北港湾事務所泉北グループ」に改める。
・「海岸漁港課」を「維持課」に改め、「海岸漁港グループ」を「港湾課」に移管し、「維持グループ」を置く。
港湾事務所において、次のとおり組織改正を行った。
・「堺港湾事務所」を「堺泉北港湾事務所」に改め、「堺グループ」及び「泉北グループ」を置く。
・「深日港湾事務所」を「阪南港湾事務所」に移管し、「阪南港湾事務所」に「阪南グループ」及び「深日グループ」を置く。


	平成１５年　３月３１日　　

	堺泉北港湾事務所泉北グループを廃止する。

	
平成１６年　４月　１日　　
	総務部において、次のとおり組織改正を行った。
・「総務課」の「振興グループ」を移管し、新たに「危機管理グループ」を置く。
・「管理課」の「海岸管理グループ」を廃止する。
・「振興課」を設置し、「振興グループ」と「開発調整グループ」を置く。
建設部において、次のとおり組織改正を行った。
・「港湾課」の「企画開発グループ」「港湾グループ」「海岸漁港グループ」の各グループを廃止した。


	平成１７年　４月　１日　　

	港湾事務所において、次のとおり組織改正を行った。
・「堺泉北港湾事務所」の「工務グループ」を「工事グループ」に改める。
・「阪南港湾事務所」の「阪南グループ」を廃止し、「管理グループ」と「工事グループ」を置く。


	平成１７年　７月　２日　　
	企画部を別館７階に移転する。


	平成１８年　４月　１日
	総務部において、次のとおり組織改正を行った。
・「管理課」を廃止する。
・「振興課」に「施設運営グループ」を置く。
建設部を事業管理部に改め次のとおり組織改正を行った。
・「維持課」を「維持管理課」に改め、「管理グループ」、「維持補修グループ」「設備グループ」を置く。


	平成１８年１０月１０日
	「阪南港湾事務所」を岸和田市港緑町内で移転する。


	平成２０年　４月２６日
	企画部を本局に移転する。


	平成２１年　４月　１日
	「総務部」「企画部」「事業管理部」を「総務企画課」「経営振興課」「計画調整課」に改め、「総務企画課」に「総務グループ」「企画・管理グループ」「危機管理グループ」を、「経営振興課」に「経営振興グループ」「開発調整グループ」「施設運営グループ」を「計画調整課」に「計画グループ」「事業グループ」「設備グループ」を置く。
港湾事務所において、次のとおり組織改正を行った。
・「堺泉北港湾事務所」に「管理課」及び「工務課」を置き、「工務課」に「建設グループ」及び「維持補修グループ」を置く。
・「阪南港湾事務所」に「管理課」「工務課」「深日グループ」を置き、「工務課」に「建設グループ」及び「維持補修グループ」を置く。


	平成２３年　４月　１日
	・「堺泉北港湾事務所」の「工務課」を廃止し、「建設課」と「維持課」を置く。
・「阪南港湾事務所」の「工務課」と「深日グループ」を廃止し、「建設課」、「維持課」、「深日出張所」を置く。


	平成２５年１２月　９日
	・「堺泉北港湾事務所」を堺市堺区塩浜町内で仮庁舎に移転する。


	令和　２年１０月　１日


	大阪市を幹事団体とし、府・市の港湾局を統合する大阪港湾局を共同設置。
総務部、営業推進室、計画整備部及び泉州港湾・海岸部の３部１室体制として発足。




２．所管区域の概要

当局の所管区域は、大和川以南の泉州地域沿岸部に位置する港湾、泉州海岸及び一般海域である。
　港湾は、国際拠点港湾堺泉北港、重要港湾阪南港及び地方港湾の二色港、泉佐野港、尾崎港、淡輪港、深日港、泉州港の8 港で、それぞれ商港、工業港、レクリエーション港などの特色ある港湾機能を有している。
　海岸は、泉州海岸の延長が約162km で、泉北海岸（堺市～泉大津市）約83km と泉南海岸（忠岡町～岬町）約79km とに区分される。
　所管区域背後の泉州地域は、大阪府の南部に位置し、長い海岸線を擁し、南は、和泉葛城山系を境に和歌山県と接した南北に細長い地域である。
　当地域は、陸と海の接点という特性をいかし、早くから我が国の先進地域として栄え、自由都市、城下町、地場産業の町として自律的な都市を形成しており、昭和３０年代から、北部沿岸部に重化学工業を中心とする工場群が立地し、現在はエネルギーの生産基地としての役割を担っている。交通軸としては、鉄道では、南海本線、ＪＲ阪和線、道路では国道26 号、府道大阪臨海線、府道堺阪南線に加え、関西国際空港関連事業として整備された阪和自動車道、阪神高速4 号湾岸線等がある。
　大阪府が所管する堺泉北港、阪南港など８つの港湾についての具体的な施策方向を示した、「大阪府営港湾長期構想」では、大阪経済・地域活性化への貢献など、港湾の整備として、背後圏の需要に対応した適切な港湾機能の充実を図り、効率的な物流システムの構築をすすめるとされている。また、魅力的な海辺空間の整備や、潤いとにぎわいのある総合的な港湾空間の形成を図り、被災時にも物流機能を保持できる安定した物流システムなど、安全で安定した港湾機能の確保に取り組むともされている。



背後市町の面積及び人口

面積……国土地理院調（令和３年１月１日現在）
人口……大阪府統計課推計人口（令和３年４月１日現在）

	市　　　　町　　　　名
	面　　　積　（ｋ㎡）
	人　　　□　（人）

	堺　　　　　　　　　　　市
	１４９．８３
	８２２，８４６

	岸　　　和　　　田　　　市
	７２．７２
	１８７，６５５

	泉　　　大　　　津　　　市
	１４．３３
	７４，０２２

	貝　　　　　塚　　　　　市
	４３．９３
	８４，１５２

	泉　　　佐　　　野　　　市
	５６．５１
	９９，１００

	和　　　　　泉　　　　　市
	８４．９８
	１８４，０８２

	高　　　　　石　　　　　市
	１１．３０
	５５，７８２

	泉　　　　　南　　　　　市
	４８．９８
	５９，４７５

	阪　　　　　南　　　　　市
	３６．１７
	５０，５７３

	忠　　　　　岡　　　　　町
	３．９７
	１６，６３４

	熊　　　　　取　　　　　町
	１７．２４
	４３，５１９

	田　　　　　尻　　　　　町
	５．６２
	８，２１５

	岬　　　　　　　　　　　町
	４９．１８
	１４，５７２

	合　　　　　　　計
	５９４．７６
	１，７００，６２７





３．主たる事務所付近の見取り図

大阪港湾局（ATC庁舎）
大阪市住之江区南港北2-1-10ATCビルITM棟10階
最寄駅：Osaka Metro 南港ポートタウン線 トレードセンター前駅

○付近見取り図

[image: X:\ユーザ作業用フォルダ\新ユーザー作業フォルダー\01　庶務担当\03　庁舎管理関係業務\11　庁舎（ＡＴＣ）に関すること（資料）\map_1.jpg]




(2)　泉州港湾・海岸部　総務運営課・事業推進課
（泉大津市なぎさ町６－１　堺泉北港ポートサービスセンタービル）
ＴＥＬ　０７２５－２１－１４１１
使用面積　877.84㎡

位置図
[image: \\G0000SV0NS101\D11682w$\作業用\001本局\010総務G\総務Ｔ\か112  監査(総務）資料関係\し＿事務概要書作成資料\(2)　泉州港湾・海岸部　「位置図」.jpg]泉州港湾・海岸部
（総務運営課、事業推進課）


10階平面図　　　　　　　　　　　　　　　 4階平面図
[image: \\G0000SV0NS101\D11682w$\作業用\001本局\010総務G\総務Ｔ\か112  監査(総務）資料関係\し＿事務概要書作成資料\PSCビル 10階平面図.tif]　[image: \\G0000SV0NS101\D11682w$\作業用\001本局\010総務G\総務Ｔ\か112  監査(総務）資料関係\し＿事務概要書作成資料\PSCビル 4階平面図.tif]
消火器
消火栓
　　　




(3)　泉州港湾・海岸部　堺泉北建設管理課
[image: \\G0000SV0NS101\D11682w$\作業用\001本局\010総務G\総務Ｔ\か112  監査(総務）資料関係\し＿事務概要書作成資料\(2)　堺泉北建設管理課　「位置図」.jpg]（堺市堺区塩浜町1）
ＴＥＬ　０７２－２３８－５２４１
建面積　620.95㎡堺泉北建設管理課

庁舎　　404.93㎡
旧庁舎　　216.02㎡
延面積　619.45㎡
庁舎　　403.43㎡
旧庁舎　　216.02㎡





位置図


[image: ]






[bookmark: _Hlk75006284](4)　泉州港湾・海岸部　阪南建設管理課
[image: \\G0000SV0NS101\D11682w$\作業用\001本局\010総務G\総務Ｔ\か112  監査(総務）資料関係\し＿事務概要書作成資料\(3)　阪南建設管理課　「位置図」.jpg]（岸和田市港緑町４－１０）
ＴＥＬ　０７２－４３９－５２６１
建面積　990.61㎡
延面積　990.61㎡阪南建設管理課












位置図


[image: ]



(5)　泉州港湾・海岸部　阪南建設管理課（深日担当）
（泉南郡岬町深日３４９３）
ＴＥＬ　０７２－４９２－２０２５
建面積　342.85㎡
延面積　504.63㎡

[image: \\G0000SV0NS101\D11682w$\作業用\001本局\010総務G\総務Ｔ\か112  監査(総務）資料関係\し＿事務概要書作成資料\(4)　阪南建設管理課　深日担当　「位置図」.jpg]位置図





阪南建設管理課　深日担当







[image: ]


５．　　組  織  表


（令和３年３月３１日現在）
[image: ]
６．　現　　員　　表

令和３年３月３１日現在

大阪港湾局職員６３７名のうち府職員数の内訳は下表のとおり。

	府職員内訳
	事　　務　　職
	技　　術　　職
	技能労務職
	計

	大阪港湾局
（府職員）
	52
	（3）
	71
	（4）
	22
	（5）
	145
	(12)



注：現員数には再任用職員を含んでいる。（会計年度任用職員は除く）
再任用職員数は（　　）で内数としている。


７．事務事業執行概要


○港湾・海岸の施策（府営港湾）

港湾の国際競争力強化のため、大阪湾諸港の港湾管理の一元化に向けた第一ステップとして、大阪府・大阪市の港湾管理の一元化をめざしており、まずは、内部組織を統合する「大阪港湾局」を設置し、令和２年10 月１日から業務を開始した。
「大阪港湾局」が取組む業務の方向性を示した「大阪“みなと”ビジョン」を令和２年11 月に策定し、大阪港と府営港湾の強みを生かし、利用者ニーズにあった、使いやすい港湾づくりに向け、広域的な視点で府市連携した取組みを進めている。また、兵庫県や神戸市などの関係機関との協議を進め、大阪湾諸港の港湾管理の一元化に向けた取組みを進めている。
「国際競争力があり利用者のニーズに合った使いやすい港」をめざし、ポートセミナーの拡充や、内航ネットワークが充実している府営港湾と多様な外航コンテナ航路を有している大阪港の両港の強みをいかした戦略的なポートセールスを展開する。また、陸上輸送を船舶輸送へと転換するモーダルシフトの更なる進展を図るとともに、埠頭再編・機能の集約化を行うことで国際戦略港湾大阪港の集貨に貢献していく。さらに、地域の産業競争力向上に向け、中古自動車や合板などの拠点港の機能を維持・強化するほか、阪南２区（ちきりアイランド）や汐見沖地区（泉大津フェニックス）への企業誘致を進めている。
次に、近年、頻発化・激甚化する風水害や発生が切迫している南海トラフ巨大地震などの自然災害および、インフラ施設の老朽化から、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するための「防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策」に取り組んでいくとともに、その機能が十分に発揮されるよう、適切な維持管理に努めている。また、令和２年８月に策定した高潮広域タイムライン（案）の運用を通じて、沿岸域における住民や堤外地に立地する企業の安全かつ適切な避難行動に繋げるとともに、令和元年度のＧ20 大阪サミット開催時に関係各機関との連携強化を図った経験を活かし、港湾の保安対策に努めている。
さらに、「旅客」による港の利用促進を図るため、府市一体の取組として、大阪みなとに就航するフェリー会社全４社と連携し、フェリーの需要喚起を行うとともに、クルーズ客船の更なる誘致に取り組むほか、海辺の空間を活用したイベント誘致など、臨海部におけるにぎわいづくりを地元市町などと連携して進め、みなと・地域の活性化を図っている。加えて、大阪湾における豊かで快適な水辺環境の実現に対する要請に応えるため、水環境改善への取組みや府民が海とふれあえる親水空間の活用、地域住民などが参画した美しい港湾・海岸づくりを進めている。　
なお、堺泉北港、阪南港の現有施設及び港湾整備計画は、表－１のとおりである。



表－１　堺泉北港・阪南港の整備状況

	港名
	区　　　　　　　分
	第１次～第９次港湾整備長期計画及び社会資本整備重点計画実施済累計

	社会資本整備
重点計画
	社会資本整備
重点計画

	
	
	
	R元年度実施
	R２年度実施

	
	
	
	実　　　　績
	実　　　　績

	堺泉北港
	外貿施設
	施設延長（ｍ）
	3,570.3
	-
	-

	
	
	バース数（Ｂ）
	17.2
	-
	-

	
	内貿施設
	施設延長（ｍ）
	7,655.8
	-
	-

	
	
	バース数（Ｂ）
	60.1
	-
	-

	
	事　　業　　費　（千円）
	116,534,930
	-
	-

	阪南港
	外貿施設
	施設延長（ｍ）
	629
	-
	-

	
	
	バース数（Ｂ）
	3
	-
	-

	
	
	係船浮標（Ｂ）
	2
	-
	-

	
	内貿施設
	施設延長（ｍ）
	6,563.7
	-
	-

	
	
	バース数（Ｂ）
	47
	-
	-

	
	
	係船浮標（Ｂ）
	-
	-
	-

	
	事　　業　　費　（千円）
	81,008,034
	-
	-

	合計
	外貿施設
	施設延長（ｍ）
	4,199.3
	-
	-

	
	
	バース数（Ｂ）
	20.2
	-
	-

	
	内貿施設
	施設延長（ｍ）
	14,219.5
	-
	-

	
	
	バース数（Ｂ）
	107.1
	-
	-

	
	事　　業　　費　（千円）
	197,542,964
	-
	-













◎港湾の振興
　　府営港湾の振興として、港湾関連用地等への企業誘致を図るため、金融機関など関係機関へ情報収集やＰＲ活動を行うとともに、船会社や荷主等へのポートセールス活動に努めている。
　　また、埋立造成により竣功した土地の早期活用を図るため、インフラ整備や法手続等の事業調整を行うとともに、地元自治体と連携し、土地利用計画の具体化や促進方策の検討等を行っている。

◎海岸の整備
　　当局が管理する泉州海岸の海岸保全区域延長は約７３kmで、この海岸は古くから各種産業が発達し、人口密度の高い地域であり、加えて最近の地域開発の進展とともに、ますます重要度を増している。
　　しかしながら、本海岸は、地形的にみて災害を受けやすく、過去において高潮や浸食の被害をくり返してきた。
　　本府では、この対策として昭和４２年までに、第２室戸台風級の高潮波浪に対処する海岸堤防の補強整備を完了し、引き続き昭和４３年からは、伊勢湾台風級の超大型モデル台風に対処するため、海岸堤防の補強その他の施設整備を進めており、98.5％の整備が完了した。
　　なお、整備状況は、表－２のとおりである。
　　さらに、「南海トラフ巨大地震構造物対策検討部会」では、南海トラフ巨大地震に対する海岸保全施設の液状化対策が喫緊の課題として示されたことから、海岸保全施設等の総点検を実施し、ハード対策を進めている。



表－２　海岸（国土交通省港湾局、水管理・国土保全局）の整備状況

	工種
	第１次～第６次海岸整備長期計画及び社会資本整備重点計画実施済累計
	社会資本整備
重　点　計　画
	社会資本整備
重　点　計　画
	備　　考

	
	
	Ｒ元年度実施
	Ｒ２年度実施
	

	
	
	実　　　績（千円）
	実　　　績（千円）
	

	護岸　
突堤工(ｍ)
	33,093.0
	380,676
	180,772
	岸和田地区（港）


	
	
	380,676
	180,772
	計

	離岸堤等(ｍ)
	11,461.2
	－
	－
	

	
	
	－
	－
	計

	水門樋門
	41
	0
	0
	岸和田（港）

	
	
	12,673
	0
	忠岡岸和田（港）

	
	
	12,673
	0
	計

	(箇所)
	
	
	
	

	排水
　施設
	9
	－
	－
	

	
	
	－
	－
	計

	(箇所)
	
	
	
	

	全体事業費
	34,989,435
	393,349
	180,772
	堺地区（港）
忠岡岸和田（港）
岸和田（港）
高石南（水）外

	(千円)
	
	
	
	







【総務部】

(１)総務課（企画調整担当）
　概　　　要
　　総務課（企画調整担当）においては、局内の府職員の人事管理をはじめ、府予算の執行、一般庶務並びに局内他課に属さない事項等を適正に執行するとともに、局所管の条例、規則、告示等の法規審査事務、港湾整備事業特別会計の収支均衡のための地方債発行、資金管理等に関する事務など、適切な遂行に努めた。
　　
ア　人　事　管　理
　　厳正な服務規律を保ち、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務の遂行を期するととも
　に職場の明朗化と本府都市整備・港湾行政の第一線機関としての事務処理の能率化に努め
た。

イ　予　算　執　行

　　令和２年度予算の執行に当たり、常に行政効果の向上に留意しつつ、地方自治法及び大阪府財務規則等に基づき、次のとおり予算の適正な執行に努めた。
　（ｱ）一　般　会　計
　　①　歳　　　入
	科　目　(款名）
	収入済額
	収入比率
	備考

	
	円
	％
	　

	使用料及び手数料
	885,285,741
	53.63
	　

	国庫支出金
	627,543,800
	38.02
	　

	財産収入
	119,522,100
	7.24
	　

	諸収入
	18,395,381
	1.11
	　

	合           計
	1,650,747,022
	100.00
	





②　歳　　　出
	科　　目　（項名）
	執行済額
	執行比率
	備　　　　　　考

	
	円
	％
	

	総務管理費
	5,460,248
	0.12
	

	財務管理費
	2,170
	0.00
	

	水産業費
	420,563,423
	9.00
	

	都市整備管理費
	53,628,700
	1.15
	

	河川海岸費
	1,432,095,171
	30.64
	

	港湾費
	2,761,618,214
	59.09
	

	合           計
	4,673,367,926
	100.00
	




（ｲ）港湾整備事業特別会計

①　歳　　　入
	科　　目　（款名）
	収入済額
	収入比率
	備　　　　　　考

	
	円
	％
	

	港 湾 施 設 収 入
	5,323,444,311
	56.45
	

	国庫支出金
	60,000,000
	0.64
	

	繰入金
	3,276,835,000
	34.75
	

	諸収入
	105,126,590
	1.11
	

	府債
	140,000,000
	1.48
	

	繰越金
	525,053,089
	5.57
	

	合           計
	9,430,458,990
	100.00
	　



②　歳　　　出
	科　　目　（項名）
	執行済額
	執行比率
	備　　　　　　考

	
	円
	％
	

	港湾整備事業費
	8,935,324,201
	100.00
	

	合           計
	8,935,324,201
	100.00
	　



	
ウ　職員の衛生管理状況
　　常に職場環境の整備改善をはかり、職員の健康保持と疾病予防に努めた。


エ　条例の制定・改正等
（ｱ）条例の制定・改正
　　　該当なし


(1) 規則の制定・改正


1 大阪府港湾局長の職にある職員に権限を委任する規則等を廃止する等の規則
	公布年月日
	条例番号
	内容等

	令和2.9.30
(R2.10.1施行)
	大阪府規則
第107号
	大阪港湾局の設置に伴い、大阪府港湾局長の職にある職員に権限を委任する規則を廃止するとともに、関係する規則について、規定を整備。




2 大阪府一般海域管理条例施行規則の一部を改正する規則
	公布年月日
	条例番号
	内容等

	令和2.11.25
(R2.12.1施行)
	大阪府規則
第123号
	漁業法に改正により規定を整備。





（3） 訓令の改正

1 大阪府水門等管理員規定の一部改正
	公布年月日
	条例番号
	内容等

	令和3.3.18
(R3.3.18施行)
	大阪府訓令第8号
	押印義務見直し指針に基づき、規定を整備。




（34） 告　　　示
　
（ア）公有水面埋立法に基づく竣功認可
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和2.4.7
	大阪府告示
第598号
	公有水面埋立法第22条第1項の規定による公有水面の埋め立てに関する工事の竣功認可。




（イ）堺泉北港港湾計画の変更
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和2.7.31
	大阪府告示
第1165号
	港湾法第3条の３第9項の規定による堺泉北港港湾計画の変更。




（ウ）大阪港湾局共同設置規約
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和2.10.2
	大阪府告示
第1490号
	地方自治法第252条の７第1項の規定により大阪市と共同して内部組織を設置。




（エ）公有水面埋立法に基づく竣功認可
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和3.1.29
	大阪府告示
第129号
	公有水面埋立法第22条第1項の規定による公有水面の埋め立てに関する工事の竣功認可。




（オ）公有水面埋立法に基づく竣功認可
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和3.1.29
	大阪府告示
第130号
	公有水面埋立法第22条第1項の規定による公有水面の埋め立てに関する工事の竣功認可。




（カ）放置等を禁止する区域及び物件の指定
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和3.2.1
	大阪府告示
第143号
	港湾法大37条の11第1項の規定による放置等を禁止する区域及び物件を指定。


（キ）大阪府港湾施設条例に基づく物揚場、荷捌き地、野積場及び附属用地の級地
別の設定
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和3.3.25
	大阪府告示
第422号
	昭和51年大阪府告示第771号の一部改正。




（ク）大阪府港湾施設条例別表第1備考の規定に基づく港湾施設の種類ごとの位置
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和3.3.25
	大阪府告示
第422号
	大阪府港湾施設条例別表第1備考の規定に基づく港湾施設の種類ごとの位置の一部改正。




（ケ）大阪府港湾施設条例に基づく立入制限区域の指定
	告示年月日
	告示番号
	内容等

	令和3.3.25
	大阪府告示
第424号
	大阪府港湾施設条例に基づく立入制限区域の指定の一部改正。




（ｵ）公　　　告
　　
（ア）大阪府知事の印（専用公印）の使用廃止
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第89号
	大阪府知事の印（専用公印）の使用廃止。



（1） 大阪府港湾局出納員の印の使用廃止
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第90号
	大阪府港湾局出納員の印の使用廃止。



（24） 大阪府港湾局長の印の使用廃止
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第91号
	大阪府港湾局長の印の使用廃止。



（エ）大阪府知事の印（専用公印）の新調
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第92号
	大阪府知事の印（専用公印）の新調及び使用の開始。（府港）



（オ）大阪府知事の印（専用公印）の新調
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第93号
	大阪府知事の印（専用公印）の新調及び使用の開始。（堺泉北）



（カ）大阪府知事の印（専用公印）の新調
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第94号
	大阪府知事の印（専用公印）の新調及び使用の開始。（阪南）



（キ）大阪府大阪港湾局出納員の印の新調
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和2.12.1
	大阪府公告
第95号
	大阪府大阪港湾局出納員の印の新調及び使用の開始。



（ク）堺泉北港に係る臨港地区内における分区の指定
	公告年月日
	公告番号
	内容等

	令和3.3.4
	大阪府公告
第8号
	港湾法第39条第1項の規定に基づき堺泉北港に係る臨港地区内において分区を指定。



オ　海岸保全区域の指定及び廃止
　　　該当なし

カ　港湾整備事業特別会計
　　港湾の管理、運営のうち、収益事業である港湾機能施設（荷さばき地、上屋等）整備事業及び臨海土地造成事業に係る賃貸用地（堺泉北港泉北６区、阪南港阪南２区、阪南４区等）の貸付料の収入及び職員費、公債費、港湾機能施設の建設費、維持管理費等の支出について、港湾整備事業特別会計として資金管理と経理処理を行い、収支の均衡を図ることに努めた。
（ｱ）地方債の発行
　　　　借換債　　　　　　　　　    １４０，０００千円
（ｲ）地方債の償還額　　　　 　　３，９６３，４２１千円
【計画整備部】

（１）計画課（計画調整担当）
概　　　要
　府が所管する港湾及び海岸の計画に関することを所管している。

ア　大阪府地方港湾審議会
本審議会は、港湾法に基づく大阪府地方港湾審議会条例により、堺泉北港及び阪南港に関する重要事項を調査・審議する知事の諮問機関として昭和49年３月に設置したものである。

　　令和２年度における審議会の開催状況
　　　・第47回大阪府地方港湾審議会
　　　　① 日付　　令和２年７月８日（水）
　　　　② 場所　　堺泉北港ポートサービスセンタービル　２階きららホール
　　　　③ 議題　　・堺泉北港港湾計画の軽易な変更について［審議事項］
　　　　　　　　　 ・堺泉北港臨港地区及び分区変更について［報告事項］

（２）振興課（利用促進担当）
概　　　要
　　府が所管する港湾に係るポートセールスに関することを実施している。

ア　ポートセールス
　　　荷主や船会社等に対して企業訪問やセミナーなどを行い、定期航路誘致や府営港湾の利用拡大に向けたＰＲ活動を行った。
例年は東京・大阪の２か所でセミナーを実施しているが、令和２年度は新型コロナ感染症拡大の影響を受け、以下のとおり、オンライン配信にて開催した。　
・令和元年度セミナー実績　
東京204人、大阪287人



	事業
	会　　　　場　　　　名
	日　　　程
	最大視聴者数

	「大阪みなとセミナー」
	オンライン配信
	令和３年２月９日
	（視聴ピーク時）
351人

	
	内　容
・開会あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大阪港湾局長
・「大阪みなとの取組みについて」　　　　　　　　　　　　　大阪港湾局計画整備部長
・事業紹介
「大王海運の定期航路事業について」　　                         大王海運株式会社
「大阪港及び堺泉北港での利用状況について」                  SITC JAPAN株式会社
・閉会あいさつ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大阪港湾局理事





・歳出及び決算額
　　東京・大阪ポートセミナー開催委託　委託先：大阪府港湾協会

	年　　　度
	決　算　額

	令和２年度
	698千円

	平成元年度
	684千円

	平成３０年度
	683千円





【泉州港湾・海岸部】

（１）総務運営課
概　　　要
総務運営担当においては、府が所管する港湾及び海岸に関する契約事務、公有水面埋立免許事務、庁舎の維持管理及び一般庶務並びに局内他課に属さない事項等を適正に執行するとともに、指定出資法人の指導監督に努めている。また、阪南２区や汐見沖地区等への企業誘致を図るため、金融機関をはじめとした関係機関に情報収集やＰＲ活動に努めている。また、地元自治体と連携し、企業進出を誘導するための土地利用計画の具体化や促進方策の検討等を行っている。泉大津フェニックスにおいては、地元市等と連携し、地元自治会や事業者との折衝等のイベント支援活動に取り組み、にぎわい創出を図っている。
施設運営担当においては、所管区域の港湾施設・普通財産（港湾関連用地）の適正な管理運営に努めている。
　　危機管理担当においては、堺泉北港及び阪南港における保安対策を実施するとともに、局内の水防業務をはじめとする非常勤務の適切な遂行に努めたほか、東日本大震災の教訓を踏まえ、人命を守ることを最優先とし、水門等の閉鎖体制の充実を図るなど減災の取り組みを推進した。

ア　公有水面埋立免許

（ｱ） 埋立免許（公有水面埋立法第２条）
　　　　該当なし

（1） 埋立免許変更許可（公有水面埋立法第13条の２）
該当なし

（ｳ）竣功認可（公有水面埋立法第22条）
	申請年月日
	埋立場所
	埋立権者
	竣功認可
年月日
	面積
	用途

	R 2.11.25
	泉大津市汐見町107番地及び111-1番地の地先公有水面
	大阪府
	R 3. 1.26
	安定型区画第３－１－２－２－１工区
（60,001.30㎡）
	港湾関連用地、道路用地及び工業用地

	R 2.12. 3
	岸和田市地蔵浜11番1の地先公有水面
	大阪府
	R 3. 1.26
	第１－３－２区、第４－２－１区
（51，480.36㎡）
	保管施設用地、ふ頭用地及び道路用地



（ｴ）未竣功埋立地工作物設置許可（公有水面埋立法第23条）
該当なし

（ｵ）埋立地に関する権利の移転・設定（公有水面埋立法第27条）
	令和元年度繰越件数
	受理件数
	許可件数
	未処理件数

	０
	０
	０
	０




（ｶ）用途変更許可（公有水面埋立法第29条）
該当なし
　
イ　企　業　誘　致
　
　港湾関連用地等において企業誘致を行うとともに、立地にかかるインフラ整備などの調
　整を行った。

　・新規契約状況
　該当なし

　・市町村交付金支払状況
　　　国有資産等所在市町村交付金法に基づき、大阪府が貸付を行っている土地等の固定資産において、固定資産税相当額の交付金を当該固定資産が所在する市町に交付した。
	年　　　度
	交付金額（円）
	支払年月日

	令和２年度
	763,218,200
	令和2年6月29日

	令和元年度
	734,054,800
	令和元年6月28日

	平成３０年度
	723,663,700
	平成30年6月29日




ウ　港湾保安対策の実施

　「海上における人命の安全のための国際条約（ＳＯＬＡＳ条約）」・「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律（国際船舶・港湾保安法）」に基づき、港湾施設における保安の確保を図るため、堺泉北港及び阪南港の国際航海船舶が寄港する港湾施設15区域において立入制限区域を設け、必要な保安対策を実施した。

（36） 立入制限区域

	堺泉北港
	阪南港

	堺地区大浜５号岸壁及び関連港湾施設
	木材港地区岸和田１号、２号岸壁及び関連港湾施設

	助松地区助松２号岸壁及び関連港湾施設
	二色地区新貝塚２号岸壁及び関連港湾施設

	助松地区助松３号、４号岸壁及び関連港湾施設
	二色地区新貝塚３号岸壁及び関連港湾施設

	助松地区助松５号岸壁及び関連港湾施設
	貝塚旧港地区貝塚２号岸壁及び関連港湾施設並びに１号岸壁の一部及び関連港湾施設

	助松地区助松６号、７号岸壁及び関連港湾施設
	

	助松地区助松８号、９号岸壁及び関連港湾施設
	

	小松地区小松２号岸壁及び関連港湾施設
	

	松の浜地区松の浜１号岸壁及び関連港湾施設
	

	泉北地区汐見２号、３号、４号、５号岸壁及び関連港湾施設
	

	泉北地区汐見６号岸壁及び関連港湾施設
	

	汐見沖地区夕凪１号岸壁及び関連港湾施設
	



（イ）保安施設の管理
埠頭制限区域のフェンス・ゲートの修繕、侵入検知装置や監視カメラ等の点検・維持管理を行った。

（ウ）警備体制及び出入管理について
３点確認（本人確認、所属確認、目的確認）による出入管理を円滑に行うとともに、２４時間体制で立入制限区域の巡回及び監視を行った。
また、ゲートでの渋滞緩和を目的に、港運事業者、船舶関係者、運送ドライバー等を対象に「大阪府営港湾ＰＳカード」を発行し、物流の効率化に努めた。

（エ）訓練について
情報伝達訓練や保安レベル引き上げ時の対応訓練、警備員を対象とした研修等の基本訓練を６回実施した。また、警察や海保等との連携強化を図るため、堺泉北港及び阪南港において総合訓練を実施した。



エ　港湾の状況
　・堺　泉　北　港
　　　堺地区と泉北地区があり、堺地区には、塩浜、大浜、浜寺の各埠頭、泉北地区には、
　　松之浜、小松、助松、汐見の各埠頭がある。
　・阪　　南　　港
　　　忠岡、木材、岸和田、貝塚地区がある。
　・その他の港
　　　二色、泉佐野、尾崎、淡輪、深日、泉州港がある。



（ｱ）港　湾　施　設
	　　　　　　地区別施設名
	堺　泉　北　港
	阪　　　　　　南

	
	堺
	泉　北
	小　　計
	忠　岡
	木　材
	岸和田

	係　船　浮　標
	　　　　　(バース)１０，０００Ｄ／Ｗ
	一
	一
	一
	一
	1
	一

	浮　　桟　　橋
	水深（延長）（ｍ）　　　　　２５ｍ
	一
	一
	一
	一
	一
	一

	岸　　　壁
	水深（延長）（ｍ）　－１２ｍ～－１０
	370
	2,980
	3,350
	一
	425
	一

	
	　　　〃　（ｍ）　　－９ｍ～－６ｍ
	895
	2,880
	3,775
	一
	一
	一

	
	　　　〃　　（ｍ）－５．９ｍ　以　下
	330
	2,150
	2,480
	一
	一
	1,200

	物　揚　場
	水深（延長）（ｍ）　－４ｍ～－３．１ｍ
	610
	2,785
	3,395
	290
	一
	2,360

	
	　　　〃 　（ｍ）　　－３ｍ～－２ｍ
	760
	一
	760
	259
	一
	一

	
	　　　〃 　（ｍ）　－１．９ｍ　以　下
	一
	一
	一
	一
	一
	一

	荷さばき地
	　　　　　　(㎡)面　　　　　　積
	74,937
	447,216
	522,153
	9,216
	60,012
	147,178

	上　　　　屋
	　　　　　　(棟)
棟　　　　　　数
	14
	―
	14
	一
	一
	一

	
	　　　　　　(㎡)面　　　　　　積
	29,945
	―
	29,945
	一
	一
	一

	上屋附属事務所
	　　　　　　(棟)棟　　　　　　数
	６
	一
	６
	一
	一
	一

	
	　　　　　　(㎡)面　　　　　　積
	2,282
	一
	2,282
	一
	一
	一

	野積腸及び附属用地
	　　　　　　(㎡)面　　　　　　積
	30,089
	565,092
	595,181
	一
	28,290
	282,112

	船　舶　給　水
	　　　　　　(基)口径51m/m以上
	4
	41
	45
	一
	2
	一

	
	　　　　　　(基)口径50m/m以下
	一
	一
	一
	一
	一
	一

	木材整理場
	　　　　　　(㎡)面　　　　　　積
	一
	一
	一
	一
	119,105
	一

	貯　　木　　場
	　　　　　　(㎡)面　　　　　　積
	一
	一
	一
	一
	442,247
	一

	臨　港　道　路
	　　　　　　(ｍ)延　　　　　　長
	3,199
	27,693
	30,892
	2,095
	4,175
	12,772


（往）コンテナターミナル分は除く。



	　　　港
	そ　の　他　港
	合　計

	貝　塚
	小　　計
	二　色
	泉佐野
	尾　崎
	深　日
	泉　州
	小　計
	

	一
	1
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	1

	一
	一
	一
	一
	一
	一
	80
	80
	80

	240
	665
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	4,015

	1,382
	1,382
	一
	一
	一
	一
	60
	60
	5,217

	450
	1,650
	一
	180
	一
	391
	一
	571
	4,701

	730
	3,380
	一
	340
	一
	118
	一
	458
	7,233

	170
	429
	一
	一
	一
	41
	一
	41
	1,230

	一
	一
	一
	一
	150
	30
	一
	180
	180

	104,842
	321,248
	768
	19,009
	5,094
	4,992
	一
	29,863
	873,264

	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	14

	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	29,945

	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	6

	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	2,282

	54,907
	365,309
	5,365
	30,052
	一
	3,378
	一
	38,795
	999,285

	2
	4
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	49

	一
	一
	一
	一
	一
	2
	一
	2
	2

	一
	119,105
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一

	一
	442,247
	一
	一
	一
	一
	一
	一
	一

	7,596
	26,638
	95
	1,484
	115
	1,015
	一
	2,709
	60,239






(ｲ)　コンテナターミナル
	港　湾　名
	施　　　　　　設　　　　　　概　　　　　　要

	堺　泉　北　港
　泉　北　６　区
	①　助松埠頭８号岸壁　　水深　－12m　　延長480m
②　荷役機械（ガントリークレーン）　２基　　定格荷重　30.5トン
③　荷さばき地　58,936㎡
④　一体使用荷さばき地　18,720㎡
⑤　荷さばき地附属事務所　２棟　　鉄骨造２階建　　　　　　　　　　　　　　　　　総面積　1,022.01㎡
⑥　冷凍コンテナ用コンセント　100基
⑦　船舶給水施設　４口

	
	①　助松埠頭９号岸壁　　水深　－12m　　延長330m
②　荷さばき地　77,272.07㎡
③　一体使用荷さばき地　13,200㎡
④　船舶給水施設　―



(ｳ)　航　　　路
	港　　湾　　名
	航　路　名
	巾　員
	水　深
	延　長
	備　　　　考

	堺　泉　北　港
	堺　　航　　路
	300 m
	－12.0 m
	6,850 m
	

	
	浜　寺　航　路
	300
	－16.0
	6,800
	

	
	大　津　航　路
	300
	－12.0
	2,200
	

	
	大津南航路
	300
	－12.0
	3,000
	

	阪　　南　　港
	岸和田航路
	250
	－12.0
	2,410
	

	
	阪南南航路
	300
	－12.0
	1,230
	





(ｴ)　泊　　　地
	港　　湾　　名
	泊　　地　　名
	面　　　積
	備　　　　　考

	堺　泉　北　港
	北　　泊　　地
	550,000㎡
	

	
	西　　泊　　地
	1,850,000
	

	
	南　　泊　　地
	2,120,000
	

	
	浜　寺　泊　地
	5,442,000
	

	
	浜　寺　水　路
	540,000
	

	
	大　津　泊　地
	2,200,000
	

	
	大　津　南　泊　地
	1,882,000
	

	
	堺　　新　　港
	616,000
	

	
	堺　　旧　　港
	118,000
	

	
	泉大津旧港
	153,000
	

	阪　　南　　港
	木　材　泊　地
	858,000
	

	
	忠岡港船溜泊地
	32,750
	

	
	岸　和　田　泊　地
	235,000
	岸和田港　　　　　　89,000　　〃　　旧港内　　146,000

	
	貝　塚　南　泊　地
	570,000
	

	二　　色　　港
	二色港船溜泊地
	4,227
	

	尾　　崎　　港
	尾　崎　港　泊　地
	17,623
	尾崎港泊地・尾崎港新泊地

	深　　日　　港
	深　日　港　泊　地
	41,150
	

	
	谷　川　泊　地
	27,250
	

	泉　　州　　港
	海上アクセス基地
	120,000
	



オ　臨港地区内の規制調書
　　臨港地区内において、港湾法、臨港地区内の分区における構築物の規制に関する条例に基づき申請のあったものについては、次のとおり処理した。
	　　　　　　　　　　件　　数
区　　分
	受　理　件　数
	処　　理　　件　　数

	
	
	適　　合
	不　適　合

	臨港地区内の行為の届出
	１
	１
	０　件　

	臨港地区内の分区条例審査
	２８
	２８
	０　件

	計
	２９
	２９
	０　件




カ　執　行　状　況
　（ｱ）港湾施設出願事務処理状況調査（一般会計）
　　Ａ　使用許可状況調（港湾法、大阪府港湾施設条例に基づくもの）

　　　ａ　堺泉北港（堺地区、泉北地区）
	種　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	岸　　　　　　　　壁
	3,249
	76,263,173

	物　揚　場（一級地）
	1.923
	17,034,998

	物　揚　場（二級地）
	44
	2,740,617

	船　　舶　　給　　水
	208
	3,811,782

	臨　　港　　道　　路
	146
	46,934,255

	緑　　　　　　　　地
	49 
	1,389,007

	計
	5,619
	148,173,832



	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	岸　　　　　　　　　　　壁
	1,489
	34,140,451

	物　揚　場（一　級　地）
	895
	15,675,772

	物　揚　場（二　級　地）
	19
	3,104,480

	船　　　舶　　　給　　　水
	8
	404,754

	臨　　　港　　　道　　　路
	136 
	28,473,467

	計
	2,547
	81,798,924


b　阪　南　港

ｃ 　二　色　港
	　種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	臨　　　港　　　道　　　路
	1
	8,320 

	計
	1
	8,320





d　泉　佐　野　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	岸　　　　　　　　　　　壁
	39
	1,629,723

	物　揚　場（一　級　地）
	4
	11,226

	物　揚　場（二　級　地）
	1
	99,360

	船　　　舶　　　給　　　水
	0
	0

	臨　　　港　　　道　　　路
	10 
	6,234,770

	計
	54
	7,975,079



e 　尾　崎　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	物　揚　場（二　級　地）
	2
	257,568

	臨　　　港　　　道　　　路
	0
	0

	計
	2
	257,568



f 　深　日　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	岸　　　　　　　　　　　壁
	1
	1,568

	物　揚　場（二　級　地）
	5
	1,090,612

	臨　　　港　　　道　　　路
	8
	73,250

	計
	14
	1,163,862



g 　泉　州　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	浮　　　　桟　　　　橋
	0
	0

	計
	0
	0



	合     計
	8,237
	239,377,585





Ｂ　入港料調（港湾法、大阪府入港料条例に基づくもの）
	種　　　　別
	港　　　名
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	入　　港　　料
	堺　泉　北　港
	8,638
	124,354,929

	
	阪　南　港
	505
	1,637,865

	
	泉　佐　野　港
	17
	28,679

	
	深　日　港
	0
	0

	
	泉　州　港
	43
	218,346

	合　　　　　　　　　　計
	9,203
	126,239,819



（ｲ）港湾施設出願事務処理状況調書（港湾整備事業特別会計）
　Ａ　使用許可状況調（港湾法、大阪府港湾施設条例に基づくもの）
　 ａ　堺泉北港（堺地区、泉北地区）
	種　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	荷　さ　ば　き　地
	2004
	855,012,530

	野　積　場　及　び
附　 属　  用　 地
	522 
	872,280,003

	上　　　　屋
	318 
	223,256,914

	上屋・荷さばき地
附属事務所
	9
	12,793,584

	コンテナターミナル
	0
	0

	計
	2,853
	1,963,343,031





b　阪　南　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	荷さばき地
	531
	439,564,838

	荷さばき地附属事務所
	12
	294,492

	野積場及び附属用地
	220 
	231,594,512

	上屋
	0
	0

	上屋附属事務所
	0
	0

	木材整理場
	0
	0

	貯 木 場
	貯　　　木　　　場
	4
	497,788

	
	間口水面
	2
	408,584

	計
	769
	672,360,214



c　二　色　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	荷さばき地
	 2
	587,231

	附属用地
	1
	2,540,264

	計
	3
	3,127,495



d　泉　佐　野　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	荷さばき地
	25
	29,663,167

	附属用地
	7
	23,045,319

	計
	32
	52,708,486



e　尾　崎　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	荷さばき地
	4
	1,818,532

	計
	4
	1,818,532





f　深　日　港
	種　　　　　　　　別
	件　　数　(件)
	使　　用　　料　(円)

	荷さばき地
	7
	74,253

	附属用地
	0
	0

	計
	7
	74,253



	合　　　　　計
	3,668
	2,693,432,011



キ　用地の管理
　（ｱ）普通財産の貸付
	種　　　類
	貸付件数(件)
	貸　付　料　(円)
	備　　　　　考

	土　　　　　地
	111
	2,039,446,600
	港湾整備事業特別会計





















（空白ページ）


ク　港湾統計業務
　　統計法に基づき、入港船舶及び海上出入貨物等の調査を行った。調査結果は次のとおり　
　である。

（ｱ）入港船舶及び海上出入貨物
（2020年速報値）
	港　名
	入　　　　　　港　　　　　　船　　　　　　舶
	

	
	隻　　　　　　　数
	総　　　ト　　　ン　　　数
	

	
	
	
	

	
	2020年
	2019年
	対前年比
	2020年
	2019年
	対前年比
	2020年

	堺泉北港
	　　　　 隻
28,230
(393)
	　　　　 隻
30,678
　(353)
	％
92.0
(111.3)
	　　　　G/T
75,043,608
(6,160,917)
	　　　　G/T
78,036,290
(5,611,641)
	　　％
96.2
(109.8)
	　　　トン
64,109,761
(11,186,530)

	阪南港
	4,729
	5,585
	84.7
	1,793,620
	2,012,361
	　89.1
	1,939,524

	泉佐野港
	21
	101
	21.0
	19,547
	46,727
	42.0
	500

	尾崎港
	2,802
	2,303
	121.7
	22,416
	18,424
	121.7
	163

	深日港
	3
	258
	1.2
	281
	12,953
	2.2
	0

	泉州港
	3,566
	5,266
	 　67.7
	936,390
	1,765,148
	53.0
	750,865

	計
	39,351
(393)
	44,191
　(353)
	89.0
 (111.3)
	77,815,862
(6,160,917)
	81,891,903
(5,611,641)
	95.0
(109.8)
	66,800,813  
  (11,186,530)


注　(  )内は、内数でフェリーを表す








	海        上       出        入        貨         物

	公　　　　　専　　　　　別

	計
	公　　　　　共
	専　　　　　用

	2019年
	対前年比
	2020年
	2019年
	対前年比
	2020年
	2019年
	対前年比

	　　　トン
69,245,208
(11,317,095)
	％
92.6
(98.8)
	　　　トン
18,203,986
 (11,186,530)
	　　　トン
18,878,689
 (11,317,095)
	％
96.4
(98.8)
	　　　トン
45,905,775
(－)
	　　　トン
50,366,519
(－)
	％
91.1
(－)

	1,995,297
	97.2
	1,495,749
	1,640,207
	91.2
	443,775
	355,090
	125.0

	0
	0
	500
	0
	0
	0
	0
	0

	133
	122.6
	163
	133
	122.6
	0
	0
	0

	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	1,516,933
	49.5
	0
	0
	0
	750,865
	 1,516,933
	49.5

	  72,757,571
  (11,317,095)
	91.8
(98.8)
	19,700,398
(11,186,530)
	 20,519,029
(11,317,095)
	96.0
(96.7)
	47,100,415

	52,238,542

	90.2



注　(  )内は、内数でフェリーを表す




（ｲ）輸移出入別海上出入貨物

	港　名
	計
	外　　　　　　　　　　　　　　　　　貿

	
	
	小　　　　　計
	輸　　　　　出
	輸

	
	2020年
	2019年
	対前
年比
	2020年
	2019年
	対前年比
	2020年
	2019年
	対前年比
	2020年

	堺泉北港
	　　　トン
64,109,761
(11,186,530)
	　　　トン
69,245,208
(11,317,095)
	
　　％　        
92.6
(98.8)

	　　　トン
24,074,096

	　　　トン
24,421,701

	　　％
98.6
	　　トン
3,398,936
　　　        
	　　トン
3,878,690
　　　        
	　　％
87.6

	　　　　トン
20,675,160
　　　　

	阪南港
	1,939,524
	1,995,297
	97.2
	164,189
	291,137
	56.4
	12,287
	3,000
	409.6
	151,902

	泉佐野港
	500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	尾崎港
	163
	133
	122.6
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	深日港
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	泉州港
	750,865
	1,516,933
	49.5
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	計
	66,800,813　　
(11,186,530)
	72,757,571
(11,317,095)
	91.8
(98.8)
	24,712,838
　　　
	24,712,838
　　　
	91.3

	　3,881,690

	　3,881,690

	101.9

	20,831,148



注　(  )内は、内数でフェリーを表す







内　　　　　　　　　　　　貿
入
小　　　　　計
移　　　　　出
       移　　　　入
2019年
対前年比
2020年
2019年
対前年比
2020年
2019年
対前年比
2020年
2019年
対前年比
　　　　トン
20,543,011
　　　　
　　％
100.6

　　　トン
40,035,665
(11,186,530)
　　　トン
44,823,507
(11,317,095)
　　％
89.3
(98.8)
　　トン
17,109,894
(5,492,035)
　　トン
17,824,153
(5,527,340)
　％
96.0
(99.4)
トン
22,925,771
(5,694,495)　　 
トン
26,999,354
(5,789,755)　　 
　　％
85.0
(98.4)　　　　
288,137
52.7
1,775,335
1,704,160
104.2
36,100
85,989
42.0
1,739,235
1,618,171
　　107.5
0
0
500
0
0
0
0
  0
500
0
0
0
0
163
133
122.6
0
0
0
163
133
122.6
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
750,865
1,516,933
49.5
0
0
0
750,865
1,516,933
49.5
20,831,148

89.5

42,562,528
(11,186,530)
48,044,733
(11,317,095)
88.6
(98.8）
17,145,994
(5,492,035)
17,910,142
(5,527,340)
95.7
(99.4)
25,416,534
(5,694,495)
30,134,591
(5,789,755)

84.3
(98.4)
 
注　(  )内は、内数でフェリーを表す



(ｳ)　船舶乗降人員
	港名
	航路名
	乗　　　降　　　人　　　員

	
	
	2020年
	2019年
	対　前
年　比
計

	
	
	計
	乗込
	上陸
	計
	乗込
	上陸
	

	堺泉北港
	泉大津～新門司
(フェリーボート)

不　定　期
(臨　時　客　船)
	人
118,465

－

	
60,923

  －

	
57,542

  －

	人
207,809

－

	
99,578

  －

	
108,231

  －

	％
57.0

－  


	泉佐野港
	
泉佐野～津名
(フェリーボート)

不　定　期
(臨　時　客　船)
	人
《休止》


《休止》

	
－


—

	
－


—

	人
《休止》


6,492

	
－


3,246

	
－


3,246

	％
－


—


	泉 州 港
	
関空～神戸

関空～洲本
(客　　　船)
	人
《休止》

—
　
	
—

　－

	
—

　－

	人
431,596
　
－
	
208,698

　－

	
222,898

　－

	％
—

  －


	深日港
	
深日～洲本
（客　　　船）

	人
《休止》

	
—
	
—
	人
　9,479 
	
4,725
	
4,754
	％
—



ケ　府営港湾のＰＲ
　　企業誘致や港湾利用を促進するためにパンフレットや港湾要覧を作成し、ポートセミナー等の機会に配布し、府営港湾の知名度向上を図っている。　　
　・印　刷　物
	品　　　　名
	仕　　　　様
	数　　　量

	大阪府営港湾要覧
	地図面　Ａ１版
	２，２００部

	　　　　　〃
	別　冊　Ａ４版
	１，４００部



コ　　美化活動の実施
海上保安庁が主体の大阪湾クリーン作戦や庁内関係部局で構成する「大阪湾浮遊ごみ連絡対策会議」のもと、海岸・港湾美化活動について地元市等関係機関や団体と調整を行い、以下のクリーンキャンペーンを計画、実施している。
なお、令和２年度においては、新型コロナウイルスの影響により中止となった。

≪参考：令和元年度≫
	活動名・実施場所
	日　程
	参加人数
	ゴミ回収量

	令和元年度港湾美化啓発運動・リフレッシュ瀬戸内
（堺泉北港泉大津地区　小松・助松・汐見埠頭）
	６月２日
	４３７名
	約２．１８ｔ

	第26回港湾美化啓発活動
(岸和田市浜工業公園～阪南1区臨港道路及び阪南２区)
	６月16日
	７３４名
	約１．８５ｔ

	二色の浜海岸美化運動（大阪湾クリーン作戦）
（貝塚市　二色の浜海岸）
	６月30日
	雨天中止

	港湾美化啓発活動
（阪南港　阪南3区）
	７月７日
	２１３名
	約０．４５ｔ

	大阪湾クリーン作戦
（堺泉北港（堺２区）の護岸）
	10月25日
	雨天中止



[bookmark: _Hlk75160521]・アドプト・シーサイドプログラムにより、１８か所で美化活動が実施された。
　　団体名：アドプト・シーサイド　ハマボウフウ（西鳥取海岸）
　　　　　　アドプト・シーサイド　二色（二色の浜海岸）
　　　　　　アドプト・シーサイド　小島（小島海岸）
　　　　　　 　アドプト・シーサイド　堺旧港（堺旧港地区）
アドプト・シーサイド　小津島町東（堺泉北港助松埠頭臨港道路）
　　　　　　アドプト・シーサイド　脇浜(脇浜海岸)
アドプト・シーサイド　泉大津旧港（泉大津旧港地区）
アドプト・シーサイド　ENJOY！りんくう（泉佐野市域マーブルビーチ）
アドプト・シーサイド　諏訪森（泉州海岸浜寺地区管理用通路）
アドプト・シーサイド　堺浜（堺泉北港北泊地）
アドプト・シーサイド　きららの海を守る会（堺泉北港泉北地区）
アドプト・シーサイド　岸和田港(岸和田港周辺海岸)
アドプト・シーサイド　クリハラ（泉大津旧港地区）
　　　　　　アドプト・シーサイド　男里川河口部干潟海岸（男里川河口）
　　　　　　アドプト・シーサイド　箱作自然海岸（箱作海岸）
　　　　　　アドプト・シーサイド　BBの会（阪南市箱作・下庄・貝掛）
アドプト・シーサイド　匠町（堺2区（堺浜）臨港道路）
　　　　　　アドプト・シーサイド　堺匠寮自治会（堺2区（堺浜）臨港道路）



（２）事業推進課
　事業推進担当においては、阪南２区や汐見沖地区の早期活用を図るため、インフラ整備や法手続等の事業調整を行っている。
地域調整担当においては、阪南２区や汐見沖地区の早期活用を図るため、埋立造成やインフラ整備等の事業調整を行っている。
設備担当においては、港湾、海岸設備の工事及び維持管理に努めている。

ア　港　湾　事　業
　  国直轄事業により、汐見沖地区において、夕凪第２号岸壁の整備に向けた基本設計等を実施、大津航路においては、船舶の大型化に対応する物流拠点の機能強化として浚渫等を実施した。また、泉大津大橋の耐震補強工事を完成、汐見第３号岸壁の上部工更新工事を行うなど、港湾施設の維持更新を推進した。

Ａ　主　な　港　湾　事　業
	港　名
	事業名
	地区名
	施設名
	内　　　　　　容
	事業費
(千円)

	堺泉北港
	改　修
（直轄）
	汐見沖地区
	夕凪第２号岸壁
	基本設計等
	94,500

	
	
	助松地区外
	大津航路
	浚渫
	90,172

	
	補　修
	助松地区
	泉 大 津 大 橋
	耐震補強
	令和２年度※
476,000
平成31年度
143,050

	
	廃棄物護岸
	汐見沖地区
	護　　　　　岸
	廃棄物理立護岸
の整備
	7,730

	
	改　修
（補助）
	汐見地区
	汐見第３号岸壁
	上部工更新
	146,348

	合　　　計
	957,800


※予算年度を記載（以下同じ）

イ　海　岸　事　業
　（ｱ）南海トラフ地震対策（高潮対策事業、津波・高潮危機管理対策事業）
　　　これまで高潮対策として整備してきた防潮堤は南海トラフ巨大地震に対しても一定の効果を発揮することから、これまで行ってきた高潮対策を地震対策（重点化）とし実施した。また、津波・高潮危機管理対策として、岸和田地区において液状化対策工事を実施した。


Ａ　主　な　海　岸　事　業
	
	事業名
	地区名
	施設名等
	内　　　　　　容
	事業費(千円)

	海　　岸
(水管理・国土保全局・港湾局所管)
	緊急防災・減災事業
	岸和田
地区
外
	・防潮堤改良
(海岸保全区域整備)
	・市街地における津波・高潮
　危機管理対策
	令和２年度
180,772
平成31年度
154,045

	合　　　計
	334,817



（ｲ）老朽化対策
　　地震による津波や高潮等の災害から府民の生命・財産を守るため、海岸保全施設について、排水機場の電気設備改良及び離岸堤の補修を実施した。

	
	事業名
	地区名
	施設名等
	内　　　　　　容
	事業費(千円)

	海　　岸
(水管理・国土保全局・港湾局所管)
	老朽化対策
	泉州海岸
	海岸保全施設
	・排水機場の電気設備改良
・離岸堤の補修
	令和２年度
258,784
平成31年度
78,000

	合　　　計
	336,784



ウ（ｱ）令和2年度の事業執行状況（建設）
　事業執行概要  一　般　会　計
	事　業　名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	港湾建設費
	・港湾建設費（公共）
（国土交通省港湾局所管国庫補助事業）
汐見第３号岸壁更新工事　　120,000,000
・港湾建設費（公共）廃棄物
汐見沖地区　廃棄物埋立護岸　7,730,000
	　　　　　　　円

127,730,000
	

港　湾　法

	
	・港湾建設費（府単独事業）
　　堺２区　干潟環境調査　外
	　　　　　　　
3,300,000
	
港　湾　法

	港湾施設改修費
	・港湾施設改修費（公共：更新）
 （国土交通省港湾局所管国庫補助事業）
泉大津大橋耐震補強工事
	619,050,000
令和２年度
476,000,000

平成31年度
143,050,000
	港　湾　法

	
	・港湾施設改修費（単独：更新）
　　泉大津大橋耐震補強工事　外
	66,038,500
令和２年度
38,191,000

平成31年度
27,847,500
	

	国直轄事業負担金
	・国直轄事業負担金
夕凪第２号岸壁、大津航路浚渫
	　　　　　  　184,672,308
	港　湾　法

	計
	
	1,000,790,808　　　　　　
	

	港湾防災費
	・港湾防災費

阪南港海岸岸和田地区　海岸保全区域園路等整備工事

阪南港海岸岸和田地区　海岸保全区域法面等整備工事　

外
	円

334,817,415 

令和２年度
　180,772,115

平成31年度
 154,045,300

	

海　岸　法

	海岸施設
改修費
	・海岸施設改修費（単独：更新）

堺泉北港海岸　堺新港地区　高潮対策工事　外
	円

57,084,279

令和２年度
　47,084,279

平成31年度
 10,000,000

	

海　岸　法

	計
	
	391,901,694
	

	合　　　計
	
	1,392,692,502
	










　事業執行概要  港湾整備事業特別会計
	事　業　名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	港湾整備費
	・港湾整備費
〔都市再開発〕
堺泉北港汐見沖地区 雨汚水管渠
布設整備負担金 外     220,559,500円

阪南港阪南２区
歩道等整備工事 外　   124,699,739円
	　　　　　　　円
345,259,239

令和２年度
　 333,690,239

平成31年度
　 11,569,000
	

港　湾　法

	合　　　計
	
	　345,259,239　
	



〔他　部　局　予　算〕
	事　業　名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	漁港整備
保全費
	・漁港事業
（農林水産省所管国庫補助事業）
　佐野漁港　
　　セル護岸改修　外
	
円

261,743,900

令和２年度
133,138,000

平成31年度
128,605,900
	
漁港漁場
整備法

	
	・漁港特別改良事業
　(府単独事業)
　佐野漁港
　道路舗装等工事　外 
	

21,229,750

	
漁港漁場
整備法

	
	・漁港特別改良事業（海岸）
（府単独事業）
堺出島漁港海岸　防潮堤改良工事
	

12,000,000
	
海　岸　法

	減災のまちづくり事業費
	
・津波越波対策事業
（交付金事業）
田尻漁港海岸　
田尻川排水機場設備更新
	
47,538,000 

令和２年度
22,800,000

平成31年度
24,738,000
	
海　岸　法

	計
	
	342,511,650
	

	大阪湾漁場
環境整備
事業費
	・漁場整備事業
　(農林水産省所管国庫補助事業)
　　広域型漁場環境整備
岸和田漁港沖
	

20,728,400
	
漁港漁場
整備法

	計
	
	20,728,400
	

	合　　計
	
	363,240,050
	



（1） 令和2年度の事業執行状況（維持）
　事業執行概要  一　般　会　計
	事　業　名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	港湾施設改修費
	・港湾施設改修費（公共）
　  岸和田旧港地区
ボードウォーク改修工事
	円

31,364,000
	

港　湾　法

	
	・港湾施設改修費（単独：建設）
　　泉大津大橋伸縮装置取替等工事　外
	557,513,287
令和２年度
397,513,287

平成31年度
160,000,000
	港　湾　法

	
	・港湾施設改修費（単独：維持補修）
阪南港管内　維持浚渫工事　外
	206,861,238
 令和２年度
197,861,238

平成31年度
9,000,000
	港　湾　法

	港湾維持管理費
	・港湾維持管理費（府単独事業）
	311,551,421
	港　湾　法

	港湾環境整備費
	・港湾環境整備費（府単独事業）
	163,827,921
	港　湾　法

	計
	
	1,271,117,867
	

	海岸施設
改修費
	・海岸施設改修費（府単独事業) 
　堺泉北港海岸　新川排水機場
　 空気圧縮機外補修工事　外

	
52,481,955

令和２年度
48,711,955

平成31年度
3,770,000

	
海　岸　法

	
	・海岸施設改修費　
（防災安全交付金）
　深日港海岸　谷川東地区
　 谷川港排水施設電気設備改良工事　外
	  
336,784,000

令和２年度
258,784,000

平成31年度
    78,000,000

	

	海岸維持管理費　　<経常的経費>
	・海岸維持管理費（維持）（府単独事業）
阪南港海岸　岸和田地区
　岸和田水門機械設備点検整備業務 外
	175,255,329
	海　岸　法

	計
	
	564,521,284
	

	合　　計
	
	1,835,639,151
	



　事業執行概要  港湾整備事業特別会計
	事業名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	港湾経営費
	・保安対策事業
国際埠頭施設保安対策
（テロ対策）警備業務　外
	円
1,036,936,963
	港　湾　法

	計
	
	1,036,936,963
	

	港湾施設費
	・港湾施設費
　助松コンテナターミナル
　ガントリークレーン改良工事　外
	693,961,900

令和2年度
671,961,900

平成31年度
　 22,000,000

	港　湾　法

	計
	
	693,961,900
	

	合　　計
	
	1,730,898,863
	






〔他　部　局　予　算〕
	事業名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	漁港管理費
	
・漁港管理費（単独）
　　水門遠隔監視制御設備点検等

	　　　　　　円

31,661,373

	
漁港漁場
整備法、海岸法

	計
	
	31,661,373

	

	合　　計
	
	31,661,373

	



（ｳ）　令和2年度の事業執行状況（その他）
　事業執行概要  一　般　会　計
	事　業　名
	執　　　行　　　状　　　況
	執　行　額
	根拠法令

	港湾調査費
	・港湾調査費（公共）
　　港湾統計調査
	円
3,089,133
	港　湾　法

	
	・港湾調査費（単独）
　　港湾計画変更業務　外
	10,982,900
	港　湾　法

	各種協会
負担金
	・各種協会負担金
	1,315,855
	

	計
	
	15,387,888
	



エ　開発の推進
・汐見沖地区（埋立免許取得　平成元年３月）
　　　汐見沖地区整備事業については、全体埋立面積約202ｈａのうち令和２年度までに約144haを埋立竣功し、引き続き土地利用に必要なインフラ整備を行っている。
　　　港湾関連用地等では、中古車オークション施設（平成18年7月開業）や中古車ヤードとして利用している。
　　　緑地用地の一部では、大規模太陽光発電施設（メガソーラー）設置事業者と土地の賃貸借契約を締結し、平成26年7月に全面運転を開始した。
工業用地（リサイクル関連用地）の一部では、平成28年3月から企業公募を開始した。
港湾におけるにぎわいの場の創出等のため、地元市である泉大津市や関係機関と共に、「泉大津フェニックスにぎわいづくり委員会」を設立し、野外コンサート等のイベントの招致を行った。平成17年～令和元年の15年間で約84万人の来場があり、「泉大津フェニックス」の知名度向上が図られた。
・阪南２区（埋立免許取得　平成１１年１月）
　　　阪南２区整備事業については、岸和田市など関係機関との協議並びに各種インフラ整備等を行い、第１期製造業用地の12.2ha、第１期保管施設用地の6.0ha、及び第２期製造業用地の3.4haにおいて企業による土地利用が行われており、別途5.6haにおいても進出企業との契約がととのい土地利用が始まっている。また、清掃工場や進出企業の操業が進み、阪南２区において事業を営む企業等が相互の連絡調整や防災対策等の会合を持つ組織が必要なことから、平成２３年６月に岸和田商工会議所、岸和田市貝塚市クリーンセンター及び企業等で構成する阪南２区連絡協議会が設立されており、連携を踏まえた活動の検討を行っている。
　　　阪南２区整備事業の実施に当たっては、建設リサイクルの推進等の観点から、公共工事から発生する建設残土等の受入れによる埋立てを円滑に進めるため、引き続き（公財）大阪府都市整備推進センター等関係機関と残土等受入に関する調整を行った。
　　　また、公有水面埋立免許や環境影響評価に基づき、工事による環境への影響を把握し、環境への影響を未然に防止するため、水質、水生生物、沿道環境等の環境監視を実施し、その結果については環境影響評価書の環境保全目標等と照らして総合的に評価・解析し、関係機関に報告した。

・泉佐野ＦＷ（フィッシャーマンズ・ワーフ）地区
　　　泉佐野ＦＷ地区については、同地区の活性化のため泉佐野市など関係機関で構成する泉佐野フィッシャーマンズ・ワーフ推進協議会を設置し、魅力ある街づくりを推進するため毎年協議調整を行っている。

・埋立事業の状況
(令和３年３月３１日現在)
	地　区　名
	全体埋立面積　(ha)
	竣功期限　(最終)
	竣功面積　(ha)
	土地利用面積　　(ha)
	埋立進捗率　　(％)

	汐見沖地区
	２０２
	令和６年
	１４４
	９９
	７０

	阪南２区
	１３８
	令和８年
	６1
	４０
	４４







 （３）堺泉北建設管理課　
　概　　　要
　　大和川左岸から大津川右岸にいたる区域を堺泉北建設管理課が管轄している。
管理担当において、所管区域内の海岸保全区域、港湾水域及び各埠頭に関する管理及び許可申請等を関係法令、条例に基づき処理を行った。また、所管区域内の海岸保全区域、港湾区域の陸上巡視、及び海上巡視を実施した。
　　建設担当及び維持担当においては、所管区域における港湾建設・海岸建設・漁港建設・維持補修関係工事の設計及び施工監督の適正かつ効率的な執行に努めた。

ア　巡視状況調書
　（ｱ）港　湾　区　域
	区　　　　分
	巡視回数
	巡視延人数
	措　　　　置
	備　　　考

	
	
	
	注意等件数
	告発件数
	

	堺　泉　北
	陸域
	1,497回
	4,098人
	33件
	0件
	

	
	水域
	876回　
	4,100人
	111件
	0
	



（ｲ）海岸保全区域
	区　　　　分
	巡視回数
	巡視延人数
	措　　　　置
	備　　　考

	
	
	
	注意等件数
	告発件数
	

	堺　泉　北
	陸域
	1,559回
	3,442人
	0件
	0件
	





イ　海　岸　管　理
　（ｱ）海岸保全区域出願事務処理状況
　　　　「海岸法」「大阪府海岸保全区域及び一般公共海岸区域における占用料及び土石採
取料条例」「同規則」に基づき、処理を行った。

①　占用許可申請
　　　　海岸法第７条第１項に基づき、占用許可を行った。主な占用内容は、工作物の設置、電柱及び係留杭の設置、管の埋設及び架設、海水浴場等で仮設の店舗を設置するものである。
	年度
	申請件数
	調定件数
	占用料（円）
	備　　　考

	Ｈ30年度
	5
	32
	2,148,720
	継続申請含む

	Ｒ元年度
	7
	35
	2,402,030
	〃

	Ｒ２年度
	3
	32
	2,033,870
	〃




②　占　用　協　議
　　　海岸法第10条第２項に基づき、国又は地方公共団体からの協議に基づき占用の同意
を行った。主な同意内容は、工作物の設置、管の埋設及び架設、海水浴場等で仮設の店
舗を設置するものである。
	年度
	事務所名
	協議件数
	総件数
	備　　　　　　考

	Ｈ30年度
	堺 泉 北　　
	4
	19
	    　　継続申請含む

	Ｒ元年度
	堺 泉 北
	3
	108
	〃

	Ｒ２年度
	堺 泉 北
	11
	99
	〃






③　行為の許可申請及び協議
　　海岸法第８条第１項（申請）及び同法第10条第２項（協議）に基づく海岸保全区域
内における工作物等の新築及び改築申請等に対し、許可・同意を行った。
	年　度
	申請・協議件数
	内　　　　　訳
	備　　　考

	Ｈ30年度
	2
	申請　2件・協議　0件
	

	Ｒ元年度
	8
	申請　2件・協議　6件
	

	Ｒ２年度
	1
	申請　1件・協議　0件
	




④　施設工事承認
　　海岸法第13条に基づき、処理を行った。
	年　度
	承認件数
	備　　　考

	Ｈ30年度
	0
	

	Ｒ元年度
	0
	

	Ｒ２年度
	0
	



（ｲ）一般海域出願事務処理状況
　　一般海域管理条例及び同規則に基づき、処理を行った。
　　主な占用内容は、工作物等の設置、電柱管の埋設及び架設を行うものである。
	年　度
	事務所名
	申請件数
	調定件数
	占用料（円）
	備　　　　考

	Ｈ30年度
	堺　泉　北
	0
	0
	24,864,968
	継続申請含む

	Ｒ元年度
	堺　泉　北
	0
	0
	24,859,568
	〃

	Ｒ２年度
	堺　泉　北
	0
	0
	0
	〃



（ｳ）境界確定事務
　　海岸保全区域及び公有水面等の境界確定を行った。
	年　　度
	前年度繰越件数
	受理件数
	処理件数
	返戻件数
	未処理
件　数
	備考

	Ｈ30年度
	0
	2
	2
	0
	0
	

	Ｒ元年度
	0
	3
	3
	0
	0
	

	Ｒ２年度
	0
	1
	1
	0
	0
	













（空白ページ）


（ｴ）海岸保全施設現況調書
	　　種別

所在地
	排　　　水　　　施　　　設
	水　　　　　　　　　　　門

	
	名　称
	型　　　　　　　　　式
	小計
	名　称
	型　　　　　　　　式
	小計

	堺　市
	
	
	０
	古　　川
防潮水門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	２

	
	
	
	
	竪　　川
防潮水門
	鋼製ローラゲート
電動ワイヤーロープウインチ式
２門　
	

	高石市
	
	
	０
	
	
	０

	泉大津市
	新　　川
排水機場
	主ポンプ
横軸斜流式
口径1,000mm 3 台
口径  900mm 1 台
発電機　65ＫＶＡ
	３
	新　　川
防潮水門
	ステンレス製ローラゲート
電動２ラック式
２門　
	１

	
	堅川緑川
排水機場
	主ポンプ
横軸軸流式
口径1,600㎜2台
発電機　120ＫＶＡ
	
	
	
	

	
	八軒川
排水機場
	主ポンプ
立軸斜流式
口径1,000mm 2 台
発電機　１２５ＫＶＡ
	
	
	
	

	合　計
	
	
	３
	
	
	３




(令和3年3月31日現在)
	樋　門
	手　　動　　式　　門　　扉
	動　力　式　門　扉
	計

	
	引戸式
	両開式
	片開式
	角落
	小計
	引戸式
	片開式
	小計
	

	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	２

	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０

	４
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	８

	４
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	１０





ウ　港湾水域管理
　（ｱ）港湾水域出願事務処理状況
　　　　「港湾法」「大阪府港湾区域における占用料及び土砂採取料条例」「同施行規則」
に基づき処理を行った。

①　許可（承認）申請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	　　　　　　　　港　　名
区　　分
	堺
泉
北

	水域等占用許可（新規）
	2

	水域等占用継続許可
	37

	土砂採取許可
	0

	施設建設（改良）等許可
	2

	許可事項変更許可
	1

	権利義務移転許可
	2

	権利義務承継承認
	3

	一時使用承認
	36

	計
	83



1 占用協議
	　　　　　　　　　港　名
区　　分
	堺
泉
北

	新規協議（変更含む）
	4

	継続協議（R元年度手続き分）
	0

	計
	4



2 届出（着工届、しゅん工届を除く）
	　　　　　　　　港　　名区　　分
	堺
泉
北

	占用完了等届出
	2

	氏名等変更届
	5

	排水届
	0

	施設等改良届
	74

	計
	81




(ｲ)水域占用料調
　　　(港湾法、大阪府港湾区域における占用料及び土砂採取料条例に基づくもの)
	種　　　　　別
	港　　　名
	件　　　数
	使　　用　　料

	港湾水域占用料
（協議・免除を除く）
	堺　泉　北　港
	138件
	415,534,800円



(ｳ)港湾の防災対策
　　堺泉北港防災対策
　　　港内１７ヵ所、延８，５８０ｍに及ぶ定置式オイルフェンスの配備を含む資機材を整備するとともに「堺・泉北地区海上共同防災組織」等の各防災関係協議会に積極的に参加協力して、港湾防災対策に万全を期した。

（ｴ）港湾区域内の海水汚染対策
河川から流入するじん芥、木片等による堺泉北港区域の海水汚染に対処するため、昭和48年４月から海上清掃のための清掃船の活動により海水汚染対策に万全を期した。
　   令和元年度は、一般社団法人大阪府清港会に業務委託して実施し、処理実績は、次のとおりである。
　　清掃船稼働実績　６０７回　　　回収じん芥、木片量　２，７２６㎥

エ　放置自動車対策

　 　大阪府放置自動車の適正な処理に関する条例に基づき、令和２年度について、下記のとおり撤去指導等を行った。
	項　　　　目
	堺　泉　北　港

	確　認　台　数
	４　台

	内自主撤去台数
	１　台





（４）阪南建設管理課　
　概　　　要
　　大津川左岸から和歌山県境にいたる区域を阪南建設管理課が所管している。
　　管理担当においては、所管区域内の海岸保全区域、港湾水域及び各埠頭に関する管理及び許可申請等を関係法令、条例に基づき処理を行った。また、所管区域内の海岸保全区域、港湾区域の陸上巡視、及び海上巡視を実施した。
　　建設担当及び維持担当においては、所管区域における港湾建設・海岸建設・漁港建設・維持補修関係工事の設計及び施工監督の適正かつ効率的な執行に努めた。

ア　巡視状況調書
　（ｱ）港　湾　区　域
	区　　　　分
	巡視回数
	巡視延人数
	措　　　　置
	備　　　考

	
	
	
	注意等件数
	告発件数
	

	阪　　　　南
	陸域
	386
	716
	0
	0
	

	
	水域
	265
	707
	10
	0
	

	泉　佐　野
	陸域
	444
	843
	0
	0
	

	
	水域
	94
	253
	0
	0
	

	深　　　　日
	陸域
	389
	972
	0
	0
	

	
	水域
	0
	0
	0
	0
	

	泉　　　　州
	陸域
	0
	0
	0
	0
	

	
	水域
	93
	250
	0
	0
	

	計
	1,671
	3,741
	10
	0
	





（ｲ）海岸保全区域
	区　　　　分
	巡視回数
	巡視延人数
	措　　　　置
	備　　　考

	
	
	
	注意等件数
	告発件数
	

	阪　　　南
(大津川～男里川)
	陸域
	646
	1,150
	0
	0
	

	深　　　日
	陸域
	405
	1,055
	0
	0
	

	計
	
	1,051
	2,205
	0
	0
	




イ　海　岸　管　理
　（ｱ）海岸保全区域出願事務処理状況
　　　　「海岸法」「大阪府海岸保全区域及び一般公共海岸区域における占用料及び土石採
取料条例」「同規則」に基づき、処理を行った。
1 占用許可申請
　　　　海岸法第７条第１項に基づき、占用許可を行った。主な占用内容は、工作物の設置、電柱及び係留杭の設置、管の埋設及び架設、海水浴場等で仮設の店舗を設置するものである。
	年度
	申請件数
	調定件数
	占用料（円）
	備　　　考

	Ｈ30年度
	89
	94
	7,439,228
	継続申請含む

	Ｒ元年度
	14
	87
	7,544,938
	〃

	Ｒ２年度
	5
	89
	6,537,428
	〃



2 占用協議
　　　　海岸法第10条第２項に基づき、国又は地方公共団体からの協議に基づき占用の同意を行った。主な同意内容は、工作物の設置、管の埋設及び架設、海水浴場等で仮設の店舗を設置するものである。
	年度
	協議件数
	総件数
	備　　　　　　考

	Ｈ30年度
	15
	15
	    　　継続申請含む

	Ｒ元年度
	105
	105
	〃

	Ｒ２年度
	38
	38
	〃





③ 行為の許可申請及び協議
　　　　海岸法第８条第１項（申請）及び同法第10条第２項（協議）に基づく海岸保全区域内における工作物等の新築及び改築申請等に対し、許可・同意を行った。
	年度
	申請・協議件数
	内　　　　　訳
	備　　　考

	Ｈ30年度
	1
	申請　1件・協議　0件
	

	Ｒ元年度
	5
	申請　2件・協議　3件
	

	Ｒ２年度
	6
	申請　5件・協議　1件
	




④ 施設工事承認
　　海岸法第13条に基づき、処理を行った。
	年　度
	承認件数
	備　　　考

	Ｈ30年度
	0
	

	Ｒ元年度
	0
	

	Ｒ２年度
	0
	



（ｲ）一般海域出願事務処理状況
　　一般海域管理条例及び同規則に基づき、処理を行った。
　　主な占用内容は、工作物等の設置、電柱管の埋設及び架設を行うものである。
	年　度
	申請件数
	調定件数
	占用料（円）
	備　　　　考

	Ｈ30年度
	1
	16
	24,864,968
	継続申請含む

	Ｒ元年度
	22
	16
	24,859,568
	〃

	Ｒ２年度
	2
	16
	29,996,368
	〃




（ｳ）境界確定事務
　　海岸保全区域及び公有水面等の境界確定を行った。
	年　　度
	前年度繰越件数
	受理件数
	処理件数
	返戻件数
	未処理
件　数
	備考

	Ｈ30年度
	0
	2
	1
	0
	1
	

	Ｒ元年度
	1
	2
	3
	0
	0
	

	Ｒ２年度
	0
	1
	1
	0
	0
	



















（空白ページ）


（ｴ）海岸保全施設現況調書
	　　種別

所在地
	排　　　水　　　施　　　設
	水　　　　　　　　　　　門

	
	名　称
	型　　　　　　　　　式
	小計
	名　称
	型　　　　　　　　式
	小計

	忠岡町
	
	
	０
	貯木場
北水門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	1

	岸和田市
	
	
	０
	貯木場
南水門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
２門　
	3

	
	
	
	
	天の川
水　門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	

	
	
	
	
	岸
和
田
水
門
	主
水
門
	鋼製跳開式
トラベリングローラーゲート
電動ワイヤーロープウインチ式
２門
	

	
	
	
	
	
	副
水
門
	鋼製ローラーゲート
電動２ラック式
１門
	





(令和3年3月31日現在)
	樋　門
	手　　動　　式　　門　　扉
	動　力　式　門　扉
	計

	
	引戸式
	両開式
	片開式
	角落
	小計
	引戸式
	片開式
	小計
	

	０
	０
	０
	０
	０
	０
	４
	０
	４
	５

	３
	７
	１
	１
	０
	９
	１１
	０
	１１
	２６





	　　種別

所在地
	排　　　水　　　施　　　設
	水　　　　　　　　　　　門

	
	名　称
	型　　　　　　　　　式
	小計
	名　称
	型　　　　　　　　式
	小計

	貝塚市
	北境川
排水機場
	主ポンプ
横軸斜流式
口径1,200mm 2 台
発電機　100ＫＶＡ
	２
	北境川
水　門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	２

	
	阪南３区
排水施設
	主ポンプ
水中ポンプ
口径  150mm 2 台
口径  250mm 1 台
	
	見落川
水　門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	

	泉佐野市
	
	
	０
	
	
	０

	田尻町
	田尻川
排水機場
	主ポンプ
横軸斜流式
口径1,100mm 3 台
発電機　75ＫＶＡ
	１
	田尻川
水　門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
２門　
	１

	泉南市
	
	
	０
	紺谷川
水　門
	鋼製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	１

	阪南市
	車屋川
排水機場
	主ポンプ
横軸斜流式
口径1,100mm 2 台
発電機　65ＫＶＡ
	１
	
	
	０

	岬　町
	新浜川
排水機場
	主ポンプ
横軸斜流式
口径500mm 2 台
発電機　31.5ＫＶＡ
	２
	谷
川
港
水
門
	主
水
門
	鋼製跳開式
トラベリングローラゲート
電動ワイヤーロープウインチ式
１門　
	１

	
	深日港
(谷川港)
排水施設
	主ポンプ
水中ポンプ
口径350mm 5 台
発電機　300ＫＶＡ
	
	
	副
水
門
	アルミ製ローラゲート
電動２ラック式
１門　
	

	合　計
	
	６
	
	９





	樋　門
	手　　動　　式　　門　　扉
	動　力　式　門　扉
	計

	
	引戸式
	両開式
	片開式
	角落
	小計
	引戸式
	片開式
	小計
	

	１１
	０
	２
	１
	０
	３
	２
	０
	２
	２０

	０
	０
	０
	０
	０
	０
	１
	０
	１
	1

	０
	１
	０
	２
	０
	３
	０
	０
	０
	５

	１
	０
	６
	１
	０
	７
	０
	０
	０
	９

	７
	１７
	１
	３
	０
	２１
	１２
	０
	１２
	４１

	１６
	１７
	４
	３
	２８
	５２
	２０
	３
	２３
	９４

	３８
	４２
	１４
	１１
	２８
	９５
	５０
	３
	５３
	２０１





（ｵ）水門等管理員関係
　　津波や高潮からの被害を未然に防ぐため、水門、樋門、門扉等防潮施設を設置し､その管理に努力をしているところであるが、日頃の手入れや点検を充実し、これら防潮施設の十分な管理を行うため水門等管理員制度を採っている。

表１　水門等一覧表
(令和3年3月31日現在)
	　　　施設名市
町名
	水　　　門
	樋　　　門
	門　扉　等
	排水ポンプ
	小　　計

	
	箇所
	箇所
	箇所
	箇所
	箇所

	忠　　岡　　町
	１
	０
	４
	０
	５

	岸　和　田　市
	３
	３
	２０
	０
	２６

	貝　　塚　　市
	２
	１１
	５
	２
	２０

	泉　佐　野　市
	０
	０
	１
	０
	１

	田　　尻　　町
	１
	０
	３
	１
	５

	泉　　南　　市
	１
	１
	７
	０
	９

	阪　　南　　市
	０
	７
	３３
	１
	４１

	岬　　　　　町
	１
	１６
	７５
	２
	９４

	合　　　　計
	９
	３８
	１４８
	６
	２０１




表２　管理員報酬
	年　　度
	施　設　数
	延　人　数
	金　額　（円）
	備　　　　考

	Ｈ30年度
	146
	483
	3,405,240
	

	Ｒ元年度
	146
	360
	3,392,400
	

	Ｒ２年度
	146
	348
	3,338,280
	





(ｶ)海岸美化運動の推進
　　海岸愛護思想の普及・啓発を図るため、年２回、下記場所において地元ボランティア
団体等の協力を得て、海岸の清掃や海岸美化の啓豪活動を実施している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：人)
	年　　度
	貝塚市二色の浜海岸
	岬町長松海岸
	備　　　考

	Ｈ30 年　度
	３００
	９８
	

	Ｒ元 年　度
	雨天のため中止
	８０
	

	Ｒ２ 年　度
	コロナ禍により中止
	コロナ禍により中止
	



ウ　港湾水域管理
　（ｱ）港湾水域出願事務処理状況
　　　　「港湾法」「大阪府港湾区域における占用料及び土砂採取料条例」「同施行規則」
に基づき処理を行った。

① 許可（承認）申請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）
	　　　　　　　　港　　名
区　　分
	阪
南
	二
色
	泉
佐
野
	尾
崎
	淡
輪
	深
日
	泉
州
	計

	水域等占用許可（新規）
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	水域等占用継続許可
	20
	3
	1
	0
	1
	7
	4
	36

	土　砂　採　取　許　可
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	施設建設（改良）等許可
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	許可事項変更許可
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	権利義務移転許可
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	権利義務承継承認
	1
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1

	一　時　使　用　承　認
	23
	0
	3
	0
	0
	0
	17
	43

	計
	44
	3
	4
	0
	1
	7
	21
	80




② 占用協議
	　　　　　　　　　港　名
区　　分
	阪
南
	二色
	泉佐野
	尾崎
	淡輪
	深日
	泉州
	計

	新規協議（変更含む）
	5
	0
	0
	0
	0
	0
	0　
	5

	継続協議（R元年度手続き分）
	13
	3  
	1
	1
	2
	1
	4
	25

	計
	18
	3
	1
	1
	2 
	 1
	4
	30



③　届出（着工届、しゅん工届を除く）
	　　　　　　　　港　　名区　　分
	阪
南
	二
色
	泉
佐
野
	尾
崎
	淡
輪
	深
日
	泉
州
	計

	占用完了等届出
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	  0

	氏　名　等　変　更　届
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	  0

	排　　　　水　　　　届
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	  0

	施設等改良届
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	  0

	計
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	  0



(ｲ)水域占用料調
　　　(港湾法、大阪府港湾区域における占用料及び土砂採取料条例に基づくもの)
	種　　　　　別
	港　　　名
	件　　　数
	使　　用　　料

	港湾水域占用料
（協議・免除を除く）
	阪　　南　　港
	35
	18,432,240

	
	二　　色　　港
	4
	2,345,160

	
	泉　佐　野　港
	1
	2,268,550

	
	尾　　崎　　港
	4
	369,760

	
	淡　　輪　　港
	1
	1,286,700

	
	深　　日　　港
	13
	20,141,600

	
	泉　　州　　港
	4
	23,669,850

	計
	62
	68,513,860


　
(ｳ)港湾区域内の海水汚染対策
　　　「大阪湾クリーン作戦」等の協議会に参加するとともに、自ら積極的に対策を講じ、海水
　　汚染対策に万全を期した。実施状況は、次のとおりである。

　　　泉州港
港外から流入するじん芥、木片等による海水汚染に対処するため、令和２年度は関空マリンサービス㈱と請負契約をし、港内清掃を実施した。処理実績は次のとおりである。
　　海面等清掃：海上１１回　　陸上１１回　　処分量：３２．４㎥

[bookmark: _Hlk75161253]エ　　放置自動車対策
　 　大阪府放置自動車の適正な処理に関する条例に基づき、令和２年度について、下記のとおり撤去指導等を行った。
	項　　　　目
	阪南港・地方港

	確　認　台　数
	２　台

	内自主撤去台数
	２　台
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